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平成２６年労第４５２号 

 

主  文 

労働基準監督署長が平成○年○月○日付けで再審査請求人に対してした労働者災害

補償保険法（平成２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び葬祭料の支給に関す

る処分は、これを取り消す。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、主文同旨の裁

決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡子（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日にＡ会社（以下

「会社」という。）に入社し、平成○年○月末まではＢ所在のＣ営業所、平成○年

○月○日からはＤ所在のＥ営業所に配属され、自動販売機（以下「自販機」とい

う。）への商品の補充や売上金の回収等の業務に従事していた。 

被災者は、平成○年○月○日午後○時○分頃、会社敷地内の建物屋上から飛び

降り死亡した。 

請求人は、被災者の死亡は業務上の事由によるものであるとして、労働基準監

督署長（以下「監督署長」という。）に遺族補償給付及び葬祭料を請求したところ、

監督署長は、被災者の死亡は業務上の事由によるものと認め、給付基礎日額を○

円としてこれらを支給する旨の処分（以下「前々回処分」という。）をした。 

請求人は、前々回処分の給付基礎日額を不服として、労働者災害補償保険審査

官（以下「審査官」という。）に審査請求をしたところ、審査官は、同処分を取り

消す旨の決定をしたので、監督署長は、平成○年○月○日付けで給付基礎日額を

○円と算定し、遺族補償給付及び葬祭料を支給する旨の処分（以下「前回処分」

という。）をした。 

請求人は、前回処分の給付基礎日額を不服として、審査官に審査請求をしたと

ころ、審査官は、同処分を取り消す旨の決定をしたので、監督署長は、平成○年
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○月○日付けで給付基礎日額を○円と算定し、遺族補償給付及び葬祭料を支給す

る旨の処分（以下「本件処分」という。）をした。 

請求人は、本件処分の給付基礎日額を不服として、審査官に審査請求をしたと

ころ、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却したので、請求人は、さら

に、この決定を不服として、本件再審査請求に及んだものである。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人の遺族補償給付及び葬祭料の支給に関する処分における給

付基礎日額が監督署長において算定した○円を超えるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断  

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）労働者災害補償保険法第８条に規定する給付基礎日額については、労働基準

法（昭和２２年法律第４９号）第１２条の平均賃金に相当する額とすることと

され、同法第１２条第１項において、平均賃金は、原則として、これを算定す

べき事由の発生した日以前３か月間に支払われた賃金の総額をその期間の総日

数で除して算定することとされている。この場合の「支払われた賃金の総額」

とは、現実に既に支払われている賃金に限らず、実際に支払われていないもの

であっても、算定事由発生日において、既に債権として確定している賃金をも

含むと解すべきものと思料する。 

（２）監督署長は、業務上外の判断のための調査において、被災者のＥ営業所当時

（平成○年○月及び○月）の勤務実態をもってＣ営業所当時（平成○年○月及

び○月）の休憩時間を３０分と推認しているところ、本件処分においては、被

災者のＣ営業所当時の自販機への訪問時刻の間隔が開いていたこと、及び当時

の上司Ｆが被災者の車両に同乗したとき１時間は休憩をとっていた旨申述して
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いることを根拠として、被災者のＣ営業所当時の休憩時間を１時間と推認して

いることが認められる。 

   しかしながら、当審査会において関係資料を精査したところ、被災者の自販

機への訪問時刻の間隔が開いていたのは、同じビルの複数の自販機データを先

に受信し、その後に商品を車両から自販機に運び作業をしていたことによるも

のと認められ、また、Ｆは被災者に同乗したときに１時間の休憩はとっていた

旨を申述しているが、平成○年○月から平成○年○月末までの間のＦＳ明細に

おいて、Ｆが被災者の車両に同乗したとの記録は確認できず、いずれも被災者

の休憩時間を１時間と推認するに足る客観的な根拠とはなり得ないものである

と判断する。すると、当初の監督署長の判断を否定する特段の根拠はないこと

になり、当審査会としては、本件給付基礎日額の算定においても、被災者のＣ

営業所当時の休憩時間を３０分と推認した当初の監督署長の判断どおりとする

ことが妥当であると判断する。 

（３）次に、営業手当については、賃金規則で本給とされており、時間外手当算定

の基礎賃金にも含まれることから、営業手当を固定残業代とする取扱いは論理

的に矛盾するものとなる。平成○年○月○日実施の賃金規則では、この点を補

足する注釈が付けられてはいるものの、同規則においても役割給Ａ（旧営業手

当）は本給とされていることから、やはり固定残業代とみなすことはできない。 

（４）さらに、時間外手当の算定についても、賃金規則上も実際の取扱いにおいて

も法定内残業と法定外残業を区別していないことから、法定内残業についても

同規則に従って算定すべきものである。 

（５）一方、コミッションは、出来高払制の賃金と認められることから、時間外手

当の算定については、その総額を総労働時間数で除し時間外労働時間数を乗じ

た金額に０．２５を乗じて算定すべきものであり、１．２５を乗じて算定すべ

きであるとの請求人らの主張は、１．０に該当する部分は既にコミッションの

なかに含まれていることから、採用できない。 

（６）以上のとおり、本件においては、給付基礎日額に時間外手当等が正しく算入

されておらず、これを加算すると、監督署長において算定した○円を超えるこ

とは明らかである。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長の本件処分は失当であり、取消しを免れな

い。 
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よって主文のとおり裁決する。 

 


